地方公営企業等における非組合員の範囲の認定申出書　提出要領

１　認定申出書

· 地方公営企業等および労働組合は、連名または単独で、認定の申出をすることができます。申出者がどちらか一方の場合は、他方の所在地、名称および代表者職氏名を２欄に記載してください。

· 地方公営企業に管理者が設置されていない場合は、当該企業を経営する地方公共団体の長が申出者となることができます。

· 認定を必要とする理由は必ず記載してください。

· 地方公営企業等にかかる労働組合が複数存在する場合は、すべての組合の所在地、名称および代表者職氏名を２欄に記載してください。

２　使用者の利益代表者の範囲一覧表

· 地方公営企業等の機構図（組織図）に、使用者の利益代表者の範囲を明示してください。

· 機構図（組織図）がなければ、職制（例えば、部長、次長、課長等）を図示し、使用者の利益代表者の範囲がわかるように明示したもので結構です。

· すでに認定を受けている場合は、改正部分を明示してください。

３　地方公営企業等の組織、職制、事務分掌、職務権限等に関する資料

· 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（企業側提出書類）

· 機構図（企業組織表、組織図）

· 事務分掌規程（事務分担表）

· 組織規程または管理規程

· 事務決裁規程

· 職務権限規程

· 職制表

· 当該自治体の管理職員等の範囲を定める規則

· 設置条例（事業概要）

· 上記のうちあるものだけで結構です。

· 既に認定を受けている場合に、新旧対照表のように比較できるものがあれば提出してください。

· 機構改革による申出の場合には、直接関連のない書類は省略して結構です。

４　組合の組織、役員、大会（総会）等に関する資料（組合側提出書類）

· 組合規約（付属諸規程を含む）

· 組合組織図

· 組合役員名簿（組合役職名、氏名、企業内の所属名および役職名を記載したもの）

· 組合員名簿

· 大会（総会）資料

· 非組合員に関する参考資料

· 上記のうちあるものだけで結構です。

５　労働協約

· 組合員・非組合員の範囲について労働協約が締結されている場合は、提出してください。

６　その他参考資料
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